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デリジェンスの実務ポイント 第 10 回 
フレームワークを用いた分析の落とし穴とは 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
I.はじめに 
コマーシャルデューデリジェンスにおいては、フレームワークとして、PEST 分析、SWOT 分析（クロス
SWOT 分析）、ファイブフォース分析などが用いられることがある。フレームワーク自体は構造化されてお
り、一見便利なツールにも思えるが、フレームワーク依存の分析には思考停止に陥る落とし穴が存在する。
本稿では、フレームワークを用いる際の留意点について解説を行う。 



 

II. 分析に用いるフレームワークとは 
フレームワークとは、型の決まった考え方、アプローチ手法、整理手法等のことを意味している。コマーシ
ャルデューデリジェンスでは、PEST 分析、SWOT 分析（クロス SWOT 分析）、ファイブフォース分析が用
いられることが多い。以下で簡易的に各フレームワークの解説を行い、次節でこれらのフレームワークを用
いた分析の落とし穴について説明したい。 
 
 
―PEST 分析― 
PEST 分析とは、政治的要因（Politics）、経済的要因（Economics）、社会的要因（Social）、技術的要因
（Technology）の切り口で市場に与える影響を分析するというフレームワークである。 
 
【図表 1】 PEST 分析 

項目 例示 

政治的要因（Politics） • 法規制全般、税制優遇、外資規制、政治情勢の動向、等 

経済的要因（Economics） • GDP、金利、為替、物価、給与水準、消費動向、失業率、産業構
造、等 

社会的要因（Social） • ライフスタイル、宗教や商慣習、価値観、トレンド、等 

技術的要因（Technology） • 技術革新、代替製品、特許、知的財産、等 

出所：デロイト トーマツ ファインシャルアドバイザリー合同会社作成 
 
 
―SWOT 分析― 
SWOT 分析とは M&A におけるターゲット企業の強み（Strength）、弱み（Weakness）、機会
（Opportunity）、脅威（Threat）を分析するもので、機会、脅威はターゲット企業が置かれている環境を
調査する必要がある。また、強みや弱みも競合企業との比較で相対的に分析する必要があり、その点から競
合環境分析も行う必要がある。 
 
【図表 2】 SWOT 分析 

項目 例示 分類 

強み（Strength） • 製品開発、デザイン力が優れている 
• 事業規模が大きく調達のスケールメリットがある 

内部環境 

弱み（Weakness） • 製品への知識を持つ営業人員が不足している 
• 管理会計が不十分で最新の経営状態の把握が不可 

機会（Opportunity） • 人口増加や所得水準の底上げでの需要増加 
• 政府による税制優遇での消費拡大 

外部環境 

脅威（Threat） • 代替製品の台頭による競争環境の激化 
• 規制緩和による参入障壁の低下 

出所：デロイト トーマツ ファインシャルアドバイザリー合同会社作成 
 



 

―クロス SWOT 分析― 
クロス SWOT 分析とは、SWOT 分析で整理した強み（Strength）、弱み（Weakness）、機会
（Opportunity）、脅威（Threat）を組み合わせて将来的な施策を考えるためのフレームワークになる。サ
ンフランシスコ大学の Heinz Weihrich 教授が 1982 年に”The TOWS Matrix – A Tool for Situational 
Analysis”という論文でクロス SWOT 分析について解説を行っている。 
強みを活かして機会を獲得する（強み×機会）、強みを活かして脅威を克服する（強み×脅威）、弱みで機
会を取り逃さないための方策をとる（弱み×機会）、弱みと脅威による損失の拡大を防ぐための方策をとる
（弱み×脅威）の４つのアプローチがあり、それぞれでどのように対応するのか戦略を練る必要がある。 
 
 
―ファイブフォース分析― 
ファイブフォース分析は、業界内において影響を受けうる５つの要因に関して分析をするフレームワークで
ある。具体的には、①業界内の競争、②新規参入の脅威、③代替品の脅威、④売り手の交渉力、⑤買い手の
交渉力、という５つの要因である。 
 
【図表 3】 ファイブフォース分析 

出所：マイケル・E・ポーター著書『競争の戦略』 
 
 
 
III. なぜ落とし穴が存在するのか 
上記で簡易的にフレームワークの説明を行ったが、なぜ落とし穴が存在するのかについて説明したい。ま
ず、第一にフレームワークに頼りすぎて論点が不明瞭になるということである。一見網羅性はあるが、検討
課題がしっかり定まっていない中でフレームワーク一辺倒で分析をすると、目的に沿っていない分析になっ
てしまう。第二のポイントとしては、思考停止に陥るという点である。例えば、SWOT 分析に関しては、強
み、弱み、機会、脅威を整理するものであるが、フレームワークに当てはめようとして、それに必要な情報
を収集して整理したとしても SWOT「分析」とあるが、何も分析を行ってはいない。考えもせず単にフレー
ムワークに従って情報を枠に当てはめて、大量生産したとしても何の意味もない。一見、分析がされている
ように見えるが、実は意味のない分析になっていることが多いという落とし穴である。なお、SWOT 分析を
一例に挙げてはいるものの、全てのフレームワークに共通していえることである。 
 
ロンドンビジネススクールの Terry Hill 教授と Roy Westbrook 准教授が 1997 年に“SWOT Analysis: It’s 
Time for a Product Recall”という論文を執筆している。SWOT 分析に対して、製品リコールのタイミングで
はないか、という疑問を投げかけているものである。内容としては多くの会社で SWOT 分析が用いられてい
るが、戦略策定の過程で SWOT 分析の結果を活用している会社はほとんどないというものである。論文内で
は様々な問題点が指摘されているが、分析結果に優先順位がないこと、解決策が示されていないこと、実行
フェーズに向けて建設的な繋がりがないこと、などが戦略策定に活用されていない要因であるとされてい
る。 
 
 



 

IV. 総括 
今回はフレームワークを用いる際の留意点について解説を行ったが、決してフレームワークを否定するもの
ではないということは最後に付け加えたい。フレームワークは構造化されており、便利であることは間違い
ない。しかし、忘れてはならないのが、何のために分析を行っているのか原点に立ち返って、その分析の目
的を達成するために調査を行うということが最も重要である。繰り返しになるが、フレームワークは、あく
まで考え方を整理する、検討を促進するために用いるものである。フレームワークありきにならないよう心
がけたい。 
 
※本文中の意見や見解に関わる部分は私見であることをお断りする。 
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